
飲食店への営業時間の短縮要請等の検証について
～他府県の事例をもとに～

滋賀県
（令和３年７月２０日）
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１ はじめに

飲食店への営業時間の短縮要請（以下「時短要請」とい
う。）については、経済活動への影響や私権の制約につな
がることも踏まえ、感染状況に応じた選択肢として慎重に
検討してきた。

これまでの感染拡大期においては、県民の皆様のご協力は
もとより、医療、検査、調査体制を強化することにより、
こうした措置をとることなく対応してきた。

感染状況が比較的、落ち着いている今こそ、感染拡大の波
をさらに低く抑える対策として、飲食店への時短要請の有
効性について、検討し、今後の感染拡大に備えたい。

そこで、本県独自に他府県の事例等について、飲食店への
時短要請等と新規感染者数の推移に着目して分析を行うこ
ととした。なお、国の公表資料も一部参照している。

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく要請の類型

２ 飲食店への時短要請の法的枠組みについて

新型インフルエンザ等対策特別措置法（以下「法」という。）に基づき、国の交付
金（協力要請推進枠）を活用して行う飲食店への時短要請等については、①法第24条
第９項に基づく協力要請、②まん延防止等重点措置、③緊急事態措置の３つがある。

感染拡大時は、①により感染拡大を抑えることに取り組み、さらに拡大が続く場合
に、②、③と段階的に対策を強化するという流れを国は想定している。

根拠 内容 備考

①
一般的
な協力
要請

i. 法第24条第９項 i. 営業時間の短縮要請および休
業の要請
（命令はできない）

各府県が独自に実
施するもの

②

まん延
防止等
重点措
置

i. 法第31条の６第１
項

ii. 法第31条の６第３
項

i. 営業時間の短縮要請
ii. 営業時間の短縮命令

（休業要請はできない）

政府対策本部長が
公示した期間および
区域内において実
施

③

緊急事
態措置

i. 法第45条第２項
ii. 法第45条第３項

i. 営業時間の短縮要請および休
業の要請

ii. 営業時間の短縮命令および休
業の命令

政府対策本部長が
公示した期間および
区域内において実
施

②、③においては、人と人との接触機会の低減および施設に人が集まり、感染リスクが
高いと指摘されている会食につながることの防止のため、大規模集客施設等について時
短要請や休業要請を行うこととなる。



３ 飲食店への時短要請の検証方法

感染から発症までの期間、加えて発症から患者が診断を
受けるまでの報告の遅れを鑑みて、効果が現れるまでの
期間を14日と仮定する。

【検証方法】

（参考：国立感染症研究所、厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策アドバイザリーボード・デー
タ解析チーム「まん延防止等重点措置と緊急事態宣言が新型コロナウイルス感染症の流行動態に及
ぼした効果に関する定量的評価（暫定版）」）

本県と比較検討のため、ほぼ同時期に感染拡大を迎える近
隣府県のうち、本県が特に影響を受けると考えられる大阪
府・京都府、大都市圏との関わりが本県と類似している奈
良県・和歌山県の時短要請や新規感染者数の情報を収集し、
分析を実施する。

今回の分析では、飲食店への時短要請やまん延防止等重
点措置、緊急事態宣言が発出された後、効果が現れると
考えられる一定期間経過後の新規感染者数の推移を観察

【留意すべき点】

今回の分析では、飲食店への時短要請やまん延防止等重

点措置、緊急事態宣言と新規感染者数の推移のみを見て

おり、季節変動、ゴールデンウィーク、ワクチン効果や

酒類の提供など新規感染者数の推移に関連する可能性の

ある他の要因については考慮できていない。

対策の効果は相互効果の結果であるため、飲食店への時

短要請およびその他の感染拡大防止策それぞれの効果を

過大および過小評価している可能性がある。



４ 大阪府における飲食店への時短要請の内容（１）

期間 国措置
対象

根拠 対象施設 要請内容 対象地域

①

１１月２７日
～１２月１５
日
（２０日間）

－

法第
２４条
第９
項

接待を
伴う飲
食店

業種別ガイドラインを遵守して
いない施設

休業要請 • 大阪市北
区

• 大阪市中
央区

遵守している施設
時短要請
（５～２１時）その他の酒類の提供を行う飲食店

②
１２月１６日
～１月１３日
(２９日間）

－

法第
２４条
第９
項

接待を
伴う飲
食店

業種別ガイドラインを遵守して
いない施設

休業要請

大阪市全域遵守している施設
時短要請
（５～２１時）

その他の酒類の提供を行う飲食店

③
１月１４日
～２月２８日
(４６日間）

緊急事
態措置

法第
２４条
第９
項

【飲食店】
飲食店、喫茶店等
【遊興施設】
バー、カラオケ等、飲食店営業許可店舗

時短要請
（５～２０時）
酒類の提供
（１１時～１９時）

大阪府全域

④
３月１日～
３月３１日
（３１日間）

－

法第
２４条
第９
項

【飲食店】
飲食店、喫茶店等
【遊興施設】
バー、カラオケ等、飲食店営業許可店舗

時短要請
（５～２１時）
酒類の提供
（１１時～２０時３０
分）

大阪市全域

４ 大阪府における飲食店への時短要請の内容（２）

期間 国措置
対象

根拠 対象施設 要請内容 対象地域

⑤
４月１日～
４月４日
(４日間）

－

法第
２４条
第９
項

【飲食店】
飲食店、喫茶店等
【遊興施設】
バー、カラオケ等、飲食店営業許可
店舗

時短要請
（５～２１時）
酒類の提供
（１１時～２０時３０分）

大阪府全域

⑥
４月５日～４
月２４日
(２０日間）

まん延
防止等
重点措
置

法第
３１条
の６
第１
項

【飲食店】
飲食店、喫茶店等
【遊興施設】
バー、カラオケ等、飲食店営業許可
店舗

時短要請
（５～２０時）
酒類の提供
（１１時～１９時）

大阪市全域
（重点措置区
域）

法第
２４条
第９
項

時短要請
（５～２１時）
酒類の提供
（１１時～２０時３０分）

大阪市以外

⑦
４月２５日～
６月２０日
（５７日間）

緊急事
態措置

法第
４５条
第２
項

【飲食店】
飲食店、喫茶店
【遊興施設】
バー、キャバレー、ナイトクラブ
【カラオケ】
カラオケ店

時短要請
（５～２０時）
※酒類の提供禁止

大阪府全域



11月27日
休業・時短要請

北区・中央区

12月16日
休業・時短要請

大阪市全域

大阪府, 1月14日
緊急事態宣言

大阪府全域で時短要請

3月1日
時短要請
大阪市全域

4月1日
時短要請
大阪府全域

4月5日
まん延防止等重点措置

大阪市内に適用

4月25日,
緊急事態宣言

大阪府内全域で時短要請

6月20日緊急事態宣言解除
6月21日から

まん延防止等重点措置へ

大阪府内全域に時短要請
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① 休業・時短要請（11月27日～）
今週先週比の推移

２週間後の12月10
日の今週先週比
0.93であり、横ばい
から減少傾向が見
られる。

期間①

期間②

② 休業・時短要請（12月16日～）
今週先週比の推移

２週間後の12月29
日の今週先週比
0.90であるが、その
後の推移としては、
増加傾向が見られ
る。
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５ 大阪府の感染動向（１）

時短要請から
２週間後のライン
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③ 緊急事態宣言（１月14日～）
今週先週比の推移

２週間後の１月27日
の今週先週比0.77
であり、減少傾向が
見られる。

④ 時短要請（３月１日～）
今週先週比の推移

２週間後の３月14日
の今週先週比1.16
であり、増加傾向が
見られる。
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５ 大阪府の感染動向（２）
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期間⑤

⑤ 時短要請（４月１日～）
今週先週比の推移

4/1の4日後にまん延防止等重点
措置の対象区域となっていることな
ど、時短要請の効果を単独で評価
するのは、困難

⑥ まん延防止等重点措置（４月５日～）
今週先週比の推移

２週間後の４月18日
の今週先週比1.35
であり、その後に低
下傾向が見られる。
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⑦ 緊急事態宣言（４月25日～）
今週先週比の推移 ２週間後の５月８日

の今週先週比0.78
であり、その後に減
少傾向が見られ
た。

【まとめ】今回の分析では、
• 大阪市全域に対しては12月16日（北区・中央区は11
月27日）から継続して時短要請をされていることか
ら、大阪市への時短要請と新規感染者数の推移につい
ては関係性が乏しい。

• 時短要請の２週間程度経過後に新規感染者数の明確な
減少傾向は認めなかった。

• まん延防止等重点措置や緊急事態宣言後の２週間程度
経過後に新規感染者数が減少傾向を認めた。
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５ 大阪府の感染動向（４）


